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１．はじめに 

 2011年の東日本大震災以降，津波災害からの避難

行動についての検討が盛んとなり，多くの研究の蓄

積が進んでいる．これまでは，避難行動の研究とし

ては，聞取り調査や質問紙調査等が主流であったが，

近年では，GNSS を用いて避難行動情報を収集する

研究が蓄積されており，個人避難では，奥野・橋本

（2015），集団避難では，森田ほか（2015）等の研究

が見られる．しかし，GNSS を用いた避難行動分析

研究においては，津波や火災等の災害種別ごとの避

難行動分析は数多く見られるものの，いまだ複合災

害を対象とした研究は稀である． 

 そこで本研究は，津波災害，津波災害と土砂災害

の複合災害を想定した 2パターンの避難行動に関す

る移動軌跡データの収集を行い，複合災害が発生し

た場合における集団避難行動の課題を明らかにする．

そのために，津波災害のみを対象とした避難行動と，

津波災害及び土砂災害による複合災害を対象とした

避難行動とを比較し，複合災害発生時における課題

を抽出する．これにより，集団避難行動及び複合災

害からの避難を検討する際の基礎的な資料の整備に

貢献できるものと考えられる． 

 

２．研究方法 

 本研究では，集団避難に関する移動軌跡データを

収集する．まず，収集対象の集団員全員のスマート

フォンに位置情報を取得，送信するアプリケーショ

ン（以下「避難ログアプリ」）をインストールする．

この避難ログアプリを使用して疑似的な集団避難を

行い，移動軌跡データを収集する． 

 その後，収集した移動軌跡データから抽出した歩

行速度を計算し，歩行速度の増減によって発生した

集団列の分断箇所を抽出する．集団列の分断は避難

の遅延につながるため，その要因を特定し，集団避

難時における課題を抽出する． 

 

３．移動軌跡データの概要 

 移動軌跡データについては，奥野ほか（2019）で

疑似的津波集団避難に関する移動軌跡データ分析 
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収集したものを使用する．データの収集は，北海道

稚内市の中心市街地で行った（図 1）．稚内市におい

ては，最大 11.97mの津波浸水が想定されているほか

（北海道防災会議地震火山対策部会地震専門委員会，

2017），市街地西部の傾斜地は，土砂災害（特別）警

戒区域に指定されている． 

 データ収集は，2019年 6月 1日に実施した．収集

には，スマートフォン及び避難ログアプリを利用し，

位置情報を約 5秒間隔で取得した．収集する際には，

避難状況を記録するため，集団の前方，中間，後方

をビデオカメラ 3台体制で撮影した． 

 調査員は，北海道大学文学部で 2019 年度前期の

地域システム科学演習を受講している大学院生，学

部生の全 28名である．集団避難は，観光者等が多く

集まると想定される「道の駅わっかない」を避難開

始地点とし，（1）津波災害，（2）津波と土砂崩れに

よる複合災害の 2ケースを想定し，収集した（図 2，

3）．（1）については，避難開始地点から最も近い指

定緊急避難場所の「稚内総合文化センター」へ向か

うものである（約 450m）．（2）については，「稚内総

合文化センター」へ向かうが，途中で土砂災害が発

生しており，避難先を指定避難所の「宗谷経済セン

ター」へ変更して避難を行うものとした（約 1,050m）． 

 収集の際，調査員には，周囲の集団員は考慮せず，

各自のペース（移動速度）で避難するように指示し

た．なお，今回の実験においては，避難ログアプリ

が動作せず，使用できない集団員がいたため，25デ

ータを有効データとした． 

 

 

図 1 稚内市の中心市街地 

４．移動軌跡データ分析 

 図 4，5は，集団の平均歩行速度及び分断発生時の

グループ間距離（重心間距離）をグラフ化したもの

である．グラフ内のグループ 1，2は，それぞれ先頭

集団，分断して生じた後続集団を表す．図 6，7は，

集団全体の重心位置と，分断が発生した箇所を地図

上に表示したものである．図内の数字は，避難開始

からの経過時間（分）である． 

 （1）の津波災害のみを想定した「稚内総合文化セ

ンター」への集団避難時では，避難開始直後に分断

状態が見られた．撮影したビデオカメラ映像と照合

したところ，歩行速度の遅い集団員が遅れたことに

よって発生したものであり，図 4，6 内の地点 A ま

でには解消していた．地点 Aは，工事のために車道

に設置された臨時の歩行スペースの入口であり，幅

員が狭いことによってグループ 1が渋滞し，歩行速 

 

 

図 2 収集データ（津波災害を想定） 

 

 

図 3 収集データ（複合災害を想定） 
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度が低下したことが分断状態の解消の要因となって

いた．そのほかには，分断状態ではないが，地点 B，

C，Dにおいて大きな減速が見られたが，これらは信

号によって停止していたためであった．なお，分断

発生時のグループ間距離については，短時間で解消

したこともあり，小さい値であった． 

 次に，（2）の津波災害と土砂災害の複合災害を想

定した「宗谷経済センター」への避難においては，

図 5，7 内の地点 A での分断発生以降，避難場所に

到着するまで分断状態が続いていた．地点 Aは，信

号が設置された交差点であり，信号によって集団の

後半部が停止したことにより，分断が発生していた． 

 その後，地点 Bにおいてグループ 2が減速してい 

 

 

 

図 6 分断発生箇所（津波災害を想定） 

るが，街路樹によって歩道が狭くなっており，列が

渋滞したためであった．そのほか，地点 C，D にお

いて大きな減速が見られたが，信号による停止，信

号がない横断歩道での車両通過待ちによる減速が要

因であった．なお，地点 Aで分断が発生し，地点 B，

C でグループ 2 が信号によって停止して以降，グル

ープ 1との時間差が縮まることはなかった． 

 グループ間距離については，先述した A地点にお

いて分断が発生し，地点 C，D の交差点において停

止したため，グループ間距離が大きく増大していた．

この地点 C，D の交差点における停止のほか，歩道

が狭くなる箇所（図 5，7内の 10周辺）や道路横断

等の際にグループ 1，2 ともに共通して減速してい 

 

 

 

図 7 分断発生箇所（複合災害を想定） 

図 4 平均歩行速度及び分断発生時のグループ間距離（津波災害のみ） 

図 5 平均歩行速度及び分断発生時のグループ間距離（複合災害） 
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たこともあり，グループ 1が避難先に到着し，移動

を停止するまで 50m以上の距離を維持していた． 

 

５．考察 

 今回，調査を行った地域においては，地震発生後

から津波による影響が見られるまでが最短で 6分，

第一波が到達するまでが最短で 15 分という想定と

なっている（北海道防災会議地震火山対策部会地震

専門委員会，2017）．避難には，（1）については 7分

40秒，（2）については 14分 30秒を要しており，地

震発生直後に避難を開始した場合，（1）の場合は第

一波到達まで数分間の猶予が見られるが，（2）の場

合，特に分断によって生じたグループ 2については，

時間的な猶予がほぼ無い状況となっている．（2）の

場合，（1）と比べ，より迅速に避難を開始する必要

性があるほか，集団の分断が避難を遅延させている

可能性が示唆された．今回の分析結果では，信号や

車両通過待ちによる停止時に分断が発生しており，

これらを避けた避難経路の検討が求められるものと

考えられる．しかし，今回のような交差点や交通量

の多い道路などが多く見られる市街地の場合，上述

の経路検討が困難な場合が想定される．その場合，

避難場所の再検討が必要となる可能性も考えられる． 

 また，今回のデータの収集時には，事前に避難先

を決定し，避難先へ誘導していたため，避難先を探

すという時間を確保していなかった．そのため，実

際には今回の避難時間に加えて避難先を検討する時

間が必要となり，津波の襲来に巻き込まれるリスク

が高まる可能性がある．避難先の情報を把握してい

ない観光者等が該当すると考えられ，地理不案内な

者でも容易に避難先を決定でき，迅速に避難を開始

できるような仕組み作りが必要であると推察される． 

 

６．おわりに 

 本研究では，津波災害と土砂災害の複合災害を想

定した移動軌跡データの収集を行い，複合災害が発

生した場合における集団避難行動時の課題を明らか

にすることを目的とし，集団避難行動に関する移動

軌跡データの収集及び分析を行った． 

 その結果，津波災害，津波災害及び土砂災害によ

る複合災害の 2ケースから集団避難時における課題

を抽出することができた．特に，複合災害を想定し

た避難行動については，歩行速度の低下に伴う集団

の分断によって避難時間が大幅に増大しており，分

断によって生じた後続集団が津波襲来に巻き込まれ

るリスクが高まっているなど，複合災害からの避難

対策検討の必要性が示唆された．本研究は，複合災

害からの避難対策検討における基礎資料の整備に貢

献できたものと考えられる． 

 今後は，本研究では行わなかった避難先の決定過

程等を加え，より詳細な集団避難行動分析を行うな

ど，衛星測位技術を用いた避難行動分析研究に寄与

していきたい． 
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